
1 
 

原子力安全規制体制の変遷 

 
 我が国の原子力安全規制体制の変遷について、次の４期に分けて略説する。 

（別表参照） 

 
１．第一期：１９５５年～１９７８年 

 我が国においても本格的に原子力開発利用を推進するため、１９５５年１２月に

原子力基本法が制定された。これを受けて、翌５６年１月には原子力委員会が設置

され、さらに同年５月にはその事務局を務める科学技術庁が設置された。１９５７

年５月には原子炉等規制法が成立し、現行の安全規制体系の原型となる法制度が整

備された。そして、１９５７年８月には我が国初の研究用原子炉（ＪＲＲ－１）が

臨界を達成し、１９６５年１１月に（株）日本原子力発電東海発電所が発電に成功

するなど、原子力開発利用が急速に進展していった。 

 

２．第二期：１９７８年～１９９９年 

 原子力発電をはじめとする産業利用や研究開発が拡大する一方、原子力発電所に

おける各種の故障や１９７４年９月の原子力船「むつ」の放射線漏れ事故などによ

り、原子力行政全般に対する国民の不信感が急速に高まった。このような状況を受

けて、１９７５年２月から翌７６年７月にかけて、原子力行政懇談会において原子

力行政体制の改革に関する審議が行われた。その結果とりまとめられた意見におい

ては、以下の方針が示された。 

・原子力委員会については、安全規制面に比して開発面にウェイトをかけすぎて

いるとの不信が生じていることを踏まえ、原子力委員会から安全確保に係る機

能を分離し、原子力安全委員会を設置。事業推進も担当する行政庁の安全規制

に対して、国民の健康と安全を守るという観点から原子力安全委員会が統一的

にチェック。 

・行政庁の安全規制については、安全審査から運転管理に至る一連の規制行政に

一貫性が欠けているとの批判を踏まえ、規制行政権限を分担し、事業所管大臣

が規制と推進を一貫して担当。 

 この方針を受けて、１９７６年１月に科学技術庁に原子力安全局が設置され、体

制が強化された。さらに、１９７８年６月に原子力基本法等の一部改正法案が成立

し、上記の新しい規制制度が整えられるとともに、同年１０月には原子力安全委員

会が発足した。 

 

３．第三期：１９９９年～２００１年 

 １９９５年１２月に高速増殖原型炉「もんじゅ」の二次系ナトリウム漏洩事故、

１９９７年３月に動燃アスファルト固化施設火災爆発事故、１９９９年９月に（株）

ＪＣＯ加工施設臨界事故と相次いで重大な原子力事故が発生した。特に、ＪＣＯ臨

界事故については、我が国で初めて原子力災害による犠牲者を出し、周辺住民の避

難も行われた。 

資料２
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ＪＣＯ臨界事故の原因究明と再発防止策の検討を行った事故調査委員会は、安全

規制及び防災対策の見直しに関して、以下の提言を行った。 

・安全規制については、原子力発電所関連分野を中心に進展した安全に関する取り組

みが核燃料サイクル分野には十分に浸透していなかったことを踏まえ、原子炉と核燃

料サイクルを全体的に俯瞰して安全行政を監視・指導する原子力安全委員会の事務

局を抜本的に強化し、専門的助言集団を充実。 

・原子力防災については、国の初動時の迅速な状況把握、事故対応及び住民防護対

策、平常時の現地体制整備、事業者の防災体制整備などを実施。 

 この提言に基づき、１９９９年１２月に国の緊急時対応体制の強化等を規定した

原子力災害対策特別措置法が制定された。さらに２０００年４月には、原子力安全

委員会の事務局が科学技術庁から総理府に移管され、体制が強化された。 

 

４．第四期：２００１年～現在 

（１）１９９８年６月に成立した中央省庁等改革基本法において、「原子力のエネル

ギーとしての利用に関係する安全の確保のための規制については、一次的には経

済産業省が行い、二次的審査は、引き続き、原子力安全委員会が行うこと」と規

定されるとともに、その後の新省設置法制定に際し、エネルギーに関する原子力

政策は経済産業省所管、科学技術に関する原子力政策は文部科学省所管と整理さ

れた。これを受けて、２００１年１月の新体制スタートに伴い、旧通産省資源エ

ネルギー庁及び環境立地局、旧科技庁原子力安全局等の原子力安全規制（エネル

ギー利用関係）を担当する組織を統合する形で原子力安全・保安院が発足した。 

（２）２００２年８月に原子力発電所における自主点検記録不正問題が発覚し、その

再発防止のための電気事業法及び原子炉等規制法の改正案が同年１２月に成立し

た。同時期に行政改革の一環として準備が進められていた原子力安全基盤機構の

設立を前倒しし、事業者による自主検査の実施に係る体制審査を行わせる等、上

記の不正問題を踏まえた原子力安全規制の体制強化のための役割を担わせること

となった。 
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原子力安全規制体制の変遷 

 

段階 主な出来事 行政体制 

原子力委員

会及び科学

技術庁の設

置 

（ １ ９ ５ ５ 年

―７８年） 

１９５５年１２月 

原子力基本法、原子力委員会設置

法等成立 

１９５６年１月 

 総理府原子力局、原子力委員会

（総理府の８条機関、委員長は国務

大臣）発足 

同年５月 

 科学技術庁設置（総理府外局。原

子力局が移行。） 

１９５７年５月 

 原子炉等規制法成立 

 

【設置許可・事業指定】 

・原子力事業等の許認可は総理大臣（科技庁長

官が補佐）が担当。 

・製錬は通産大臣と共同で事業指定。実用発電

炉・舶用炉に関しては、通産大臣、運輸大臣の

同意が必要。 

・設置許可等に当たり、総理大臣による原子力

委員会（委員長は科学技術庁長官）の必要的

意見聴取。 

【建設・運転段階（設計・工事方法の認可、使用

前検査、定期検査など）の規制】 

・実用発電炉については通産大臣、舶用炉につ

いては運輸大臣が担当（製錬は総理大臣と通

産大臣が共同で担当）。 

・上記以外の施設等は総理大臣（科技庁長官）

が担当。 

【安全審査指針】 

・原子力委員会が策定。 

原子力安全

委員会によ

るダブルチ

ェック 

規制・推進

の一貫化 

防災体制の

整備 

（ １ ９ ７ ８ 年

―９９年） 

１９７４年９月 

原子力船「むつ」放射線漏れ事故 

１９７５年２月～翌年７月 

原子力行政の再検討（原子力行政

懇談会） 

１９７６年１月 

科学技術庁に原子力安全局設置 

１９７８年６月 

原子力基本法等の一部改正法案

成立 

１９７８年１０月 

原子力安全委員会（総理府の８条

機関）発足 

１９７９年３月 

米国スリーマイルアイランド原発事

故発生 

【設置許可・事業指定】 

・実用発電炉は通産大臣、実用舶用炉は運輸大

臣が担当。製錬事業は総理大臣と通産大臣が

共同で指定。 

・上記以外の施設（試験研究炉、研究開発段階

炉、核燃料施設等）については総理大臣（科技

庁長官）が担当。 

・設置許可等にあたり、担当大臣による原子力

安全委員会の必要的意見聴取（ダブルチェッ

ク）。 

【建設・運転段階の規制】 

・担当大臣は上記と同じ。 

【安全審査指針】 

・原子力安全委員会が策定。 

【原子力防災】 

・１９７９年７月に中央防災会議が事故対策本部

の設置、安全委の緊急技術助言組織の助言を

得ること、専門家の派遣等の方針を決定。 

  

（別表） 
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段階 主な出来事 行政体制 

安 全 委 員 会

機能強化 

緊急時におけ

る 国 の 責 任

の明確化 

行 政 改 革 会

議 

（１９９９年―

２００１年） 

１９９５年１２月 

高速増殖原型炉もんじゅ二次系ナ

トリウム漏洩事故 

１９９７年３月 

動燃アスファルト固化施設火災爆

発事故 

１９９９年９月 

JＣＯ加工施設臨界事故 

同年１２月 

臨界事故調査委員会報告 

原子力災害対策特別措置法（原災

法）制定 

【中央省庁等改革関連】 

１９９７年１２月 

行政改革会議最終報告 

１９９８年６月 

 中央省庁等改革基本法成立 

１９９９年７月 

内閣府設置法、経産省設置法等成

立（原子力安全・保安院設置） 

【設置許可・事業指定等安全規制体系】 

・体制は前期（７４－９５年）と同じ。 

・２０００年４月に原子力安全委員会の事

務局機能を科技庁から総理府へ移管

し、体制を強化。 

【原子力防災】 

原災法に基づき、防災体制を強化。 

・国の緊急時対応体制の強化（総理大臣

による緊急事態宣言の発出、原子力災

害対策本部の設置、応急対策拠点施設

（ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ）の指定等） 

・原子力事業者の責任の明確化（防災業

務計画の作成、防災組織の設置、国及

び関係自治体への通報等） 

・国と地方自治体との連携強化（関係自

治体の要請による国の職員派遣等） 

原子力安全・

保安院発足と

そ の 支 援 体

制強化 

安 全 委 員 会

の機能強化 

（２００１年―

現在） 

２００１年１月 

中央省庁改革による新体制スター

ト、原子力安全・保安院発足 

２００２年８月 

原子力発電所における自主点検記

録不正問題発覚 

同年１２月 

上記不正の再発防止のための電気

事業法及び原子炉等規制法の改正

案が成立 

２００３年１０月 

原子力安全基盤機構発足 

【設置許可・事業指定】 

・実用発電炉、発電用研究開発段階炉、

核燃料施設等（製錬・加工・再処理・廃

棄・貯蔵）は経産大臣、実用舶用炉は国

交大臣が担当。 

・試験研究炉、非発電用研究開発段階

炉、核原料・核燃料使用施設は文科大

臣が担当。 

・設置許可等にあたり、担当大臣による

原子力安全委員会の必要的意見聴取

（ダブルチェック）。 

【建設・運転段階の規制】 

・担当大臣は上記と同じ。 

・2002 年 12 月の原子炉等規制法の改正

により、設置許可後の後続規制活動の

報告が義務づけられるとともに、後続規

制活動に対して原子力安全委員会が調

査を行うことが可能となった。 

【安全審査指針】 

・原子力安全委員会が策定。 

 

 


